那覇市無料低額診療事業調剤処方費助成事業に関する覚書
（目的）

第1条　那覇市（以下「甲」という。）と　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、無料低額診療事業の適用を受けている生活困窮者が必要な医療を適切に受けられることを確保し、もって本市の福祉の向上を図ることを目的として、那覇市無料低額診療事業調剤処方費助成事業に関する覚書（以下「本覚書」という。）を締結する。
（事業の実施）

第2条　当該事業の適用開始日について、本覚書締結の日より適用するものとする。

2　乙は、調剤処方を行うにあたり、薬事法その他関係法令を遵守しなければならない。

3　甲は、那覇市無料低額診療事業調剤処方費用助成事業実施要綱に基づき、請求のあった調剤処方費について乙に支払う。ただし、請求後から支払までの間に無料低額診療事業の適用を受けた者でないことが判明した場合にあっては、支払いしないこととする。
4　乙は、助成金等の受け取り後、甲から助成決定の全部又は一部を取り消された場合又は当該助成金について返還の必要が生じたときは、速やかに甲にその額を返還しなければならない。

（手数料）

第3条　乙は、事業実施に係る手数料として、調剤処方を行った者1ヶ月1人につき100円に消費税及び地方消費税相当額を加えた額を甲に請求するものとする。
（事業の実施に係る損害）

第4条　事業の実施にあたり、乙に生じた損害は、甲の責めに帰する理由による場合を除き、乙の負担とする。
2　事業の実施にあたり、乙が第三者に及ぼした損害は、甲の責めに帰する理由による場合を除き、乙の責任と負担において、その賠償をするものとする。

（有効期間）
第5条　本覚書の有効期間は、締結の日から締結した年度末までとする。ただし、期間満了の１ヶ月前までに甲又は乙が更新しない旨の意思表示がない場合は、さらに１年間延長されたものとみなし、以後この例による。なお、当該事業が継続不能となった場合は、その限りではない。
（協議事項）

第6条　本覚書に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、甲乙協議して定めるものとする。

　本覚書の締結を証するため、この覚書を2通作成し、甲乙記名押印の上、各自1通を保有するものとする。
　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　甲　　沖縄県那覇市泉崎1丁目1番1号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　那覇市

那覇市長　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　乙　　
